
 

 

中央会計税理士法人・株式会社大阪中央会計事務所 

2021 年 2 月 税務ニュース 

税制改正など、税務関連のニュースをお届けします。できるだけわかりやすく税金についてご紹介したいと思います。 

中央会計税理士法人 

㈱大阪中央会計事務所 2021 年 2 月 

令和３年度税制改正大綱（２） 
  

令和３年度税制改正大綱が閣議決定され、先月は法人税に関する改正をご紹介しました。 

今月は所得税の改正の概要をご紹介します。 

 

１．住宅ローン控除の適用期限延長・拡充 

  (１)控除期間の３年間延長の特例 

     住宅の取得等に係る消費税が 10%の場合、通常 10 年である控除期間が 13 年に延長され

る特例措置について、適用期限が延長されます。 

     以下の期間内に契約を締結し、入居をした場合に特例が適用されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   (２)床面積要件の緩和 

     取得した家屋の床面積の要件が 50 ㎡以上から 40 ㎡以上に緩和されます。ただし、床面

積が 50 ㎡未満の場合、住宅ローン控除の適用を受ける年分の合計所得金額が 1,000 万円

を超える年は適用を受けることができません。 

 

２. 退職所得課税の適正化 

 勤続年数５年以下の従業員の退職金（短期退職手当等）について、退職所得の金額の計算上、

短期退職手当等の収入金額から退職所得控除額を控除した残額のうち 300 万円を超える部分

を２分の１とする措置が廃止されます。 

この改正は令和４年分以後の所得税について適用されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

契約時期 入居時期

居住用家屋の新築
令和２年10月１日～
令和３年９月30日

居住用家屋で建築後使用されたことの
ないもの、既存住宅の取得、居住の用に
供する家屋の増改築等

令和２年12月１日～
令和３年11月30日

令和３年１月１日～
令和４年12月31日

退職金の額 退職金の額

退職所得控除額 退職所得控除額

退職所得金額

A×１/２ 退職所得金額

300万円超の部分

Ｂ
B C×１/２

退職手当等の収入金額

― 退職所得控除額

Ｃ

300万円以下の部分

Ａ

【勤続年数５年以下の場合】 【勤続年数５年超の場合】

改正点

２分の１しない


